
 

 

 

 

 

 

 

平成 29 年１月から、サービス産業動向調査の調査票の一部が変更となります。今回は、現在の調

査票と比べた主な変更点をお知らせします。 

 

 

○ 主要なサービスの需要の状況（前年同月と比較した状況）欄の削除【月次調査票のみ】 

前年同月と比較した需要の状況について記入していただいておりました「主要なサービスの需

要の状況」欄を削除し、前年同月と比較した売上高の増減理由を備考欄に記入していただくよう

変更いたします。 
 

 

 

○ 主要なサービスの需要とその増減理由などを記入いただいておりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 29 年１月の調査票より、 

下記のとおり変更いたします。 

 

 

 

○ 「主要なサービスの需要の状況」欄を削除し、〔備考欄①〕において前年同月と比較した売

上高の増減理由を記入していただくこととします。 
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１ 

  主な変更点①  

平平成成 2288 年年 1122 月月ままでで  

左の欄の回答について「1 増加」又は「2 減少」とし
た場合は その具体的理由を記入してください。

１.（３） 主要なサービスの需要の状況（前年同月と比較した状況）

貴社（団体等）の主要なサー
ビスの需要について

,

（該当する番号に○を付けてください）

〔前年同月と比べ需要が増加/減少した理由〕

,000円  1　増加した　　 3　特段の変化はない
 2　減少した　　 4　わからない

百億 億 　百万

,

〔備考欄：事業活動ごと〕
左の調査事項について、前月と比べて大きな変化があった
場合は、その状況を記入してください。

１.（２） 売上高（収入額）
※金額は、千円未満を四捨五入し記入してください。
※一時的に売上高がない場合は、売上高を「０」とし備考欄に
その状況について記入してください。

万

1　今月 価格（単価）が上がった
2　今月 価格（単価）が下がった

主要な

サービス

名称／

について、

百億 億 百万

　 　　
,000円

万

,

〔備考欄 ①〕
売上高について、前年同月と比べて 大きく 増加／減少した場合は、具体的理
由を記入してください。前年同月で比較できない場合は前月との比較を記入してくだ
さい。

　 　
,

　 　 　

１.（２） 売上高（収入額）
※金額は、千円未満を四捨五入し記入してください。
※一時的に売上高がない場合は、売上高を「０」とし、備考欄②にそ
の状況について記入してください。

　

平平成成 2299 年年１１月月かからら  

【【調調査査票票（（平平成成 2299 年年１１月月～～））  一一部部抜抜粋粋】】  

【【調調査査票票  一一部部抜抜粋粋】】  

サービス産業動向調査に関する最新の情報などをお届けしています。 

  



 

 

○ 常用雇用者欄の一部変更 

他統計との比較可能性の向上や、雇用実態のより的確な把握等の観点から、「常用雇用者」の定

義等を変更いたします。 

 

 

 

○ 「常用雇用者」を下記のいずれかに該当する人と定義しておりました。 

ア 雇用期間を定めないで雇用している人 

イ １か月を超える雇用期間を定めて雇用している人 

ウ 当月とその前月にそれぞれ 18日以上雇用している人 

○ 常用雇用者の内訳区分を、「正社員・正職員などと呼ばれている人」としておりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 29 年１月の調査票より、 

下記のとおり変更いたします。 

 

 

 

 

○ 「常用雇用者」の定義を下記のいずれかに該当する人と変更いたします。 

ア 雇用期間を定めないで雇用している人 

イ １か月以上の雇用期間を定めて雇用している人 

○ 常用雇用者の内訳区分を、「正社員・正職員としている人」に変更しました。 

「正社員・正職員としている人」とは、常用雇用者に該当する人のうち、正社員・正職員と

して処遇している人をいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サービス産業動向調査ニュース（第 30号）  

  主な変更点②  

人

２.（１） 貴社（団体等）に所属する従業者数（出向又は派遣として他の企業などで働いている人は含みません。）

, , , ,

② 正社員・正職員
　などと呼ばれている人

③ ②以外の人
　（パート・アルバイトなど）

④ 臨時雇用者
　（③以外のパート・アルバイトなど
　　を含む）

人 人

常用雇用者

人

① 有給役員

③ ②以外の人
　（パート・アルバイトなど）

① 有給役員
常用雇用者 ④ 臨時雇用者

　（③以外のパート・アルバイトなど
　　を含む）

② 正社員・正職員
　  としている人

人, , , ,人人 人

２.（１） 貴社（団体等）に所属する従業者数（出向又は派遣として他の企業などで働いている人は含みません。）

平平成成 2288 年年 1122 月月ままでで  

平平成成 2299 年年１１月月かからら  

【【調調査査票票（（平平成成 2299 年年１１月月～～））  一一部部抜抜粋粋】】  

【【調調査査票票  一一部部抜抜粋粋】】  

 
調査票の提出は、翌月の 20 日までに最寄りのポストへ投函してください。 

２ 



 

 
 

オンライン調査システムによって回答をしていただきますと、入力した内容を自動でチェックする

機能によって、回答内容の誤りの確認が容易に行えます。ご回答いただいた内容は暗号化して送受信

されるため、安全にご利用いただけます。 

また、過去にオンラインで回答したデータをダウンロードし、確認できる機能（最大で当月分含め

15 か月分表示）も本年１月から実施しております。回答済みの過去の調査票データを回答の際の参考

データとしてご活用いただけます。 

是非オンライン調査システムをご利用ください。 

 

 

 

さらに、これまでは、回答データを送信した後で、修正をすることができませんでしたが、平成 29

年１月分の回答から（※直近５か月分まで）、調査票データを修正できる機能を新たに追加いたしま

す。 

 

【政府統計オンライン調査総合窓口 画面例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  詳細は、「オンライン使用ガイド」をご参照ください。以下のＵＲＬからご覧いただけます。 

 

  URL http://www.stat.go.jp/data/mssi/forms.htm 

 

３ 

 
お手元に未提出の調査票がございましたら、サービス産業動向調査実施事務局にご連絡ください。 

サービス産業動向調査ニュース（第 30号）  

 

総総務務省省統統計計局局でではは調調査査票票ののオオンンラライインン回回答答をを推推進進ししてていいまますす  

 

オオンンラライインン調調査査シシスステテムムのの機機能能追追加加ににつついいてて（（回回答答修修正正機機能能））  

ササーービビスス産産業業動動向向調調査査  11 かか月月目目用用調調
査査票票（（企企業業等等用用））  平平成成２２９９年年１１月月

  

22001177//0022//2200  

平平成成２２９９年年２２月月

  

ササーービビスス産産業業動動向向調調査査  月月次次調調査査票票（（企企
業業等等用用））  

  
22001177//0033//2200  

22001177//0022//1166  0000000000000000000000

  

※※「「確確認認」」ををククリリッックク。。回回答答済済みみ調調査査票票ををダダウウンンロローードドししてて回回答答をを閲閲覧覧・・修修正正すするるここととががででききまますす。。  

  回回答答をを修修正正ししたた場場合合はは、、再再度度回回答答デデーータタをを送送信信すするるとと、、デデーータタがが更更新新さされれまますす。。  

  

サービス産業動向調査オンライン使用ガイド 検 索 



 

 

 

 

９月に実施いたしました拡大調査の対象となった企業等の皆様におかれましては、調査へ

のご回答大変ありがとうございました。 

もし、まだお手元に未回答の拡大調査の調査票がございましたら、毎月の回答とともにご

回答をよろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

○ 月次調査の結果（今後の公表予定） 

公表予定日 速 報 確 報 

平成 28年 12月 28日（水） 平成 28年 10月分 平成 28年７月分 

平成 29年 01月 31日（火） 平成 28年 11月分 平成 28年８月分 

平成 28年 02月 28日（火） 

平成 28年 12月分 

平成 28年 10～12 月期  

平成 28年９月分 

平成 28年７～９月期  

  

○ 平成 28 年拡大調査の結果：平成 29年度に公表する予定です。 

○ サービス産業動向調査の公表結果については、以下の URL からご覧いただけます。 

 

URL http://www.stat.go.jp/data/mssi/ 

 

 

 

サービス産業動向調査の調査票の記入のしかたについてのお問い合わせ、インターネット

による回答についてご不明な点、また、調査票、調査票提出用封筒が見当たらない場合など

は、下記のサービス産業動向調査実施事務局にご連絡ください。 

【お問い合わせ窓口】サービス産業動向調査実施事務局 

【フリーダイヤル】 ０１２０－２５０－０６９ 

【直 通 電 話】 ０３－３５９０－０５０６ 

【受 付 時 間】 平日（土・日・国民の祝日・年末年始を除く）９：００～１８：００ 
 

サービス産業動向調査ニュース（第 30号） ４ 

 

サービス産業動向調査 検 索 

 サービス産業動向調査にご回答いただき、ありがとうございます。 

  

 

 


